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【ABSTRACT】
　企業、大学、行政など広域にまたがるプロジェクトを組成し推進する場合は、センスメーキングが
重要になる。本稿では、センスメーキングに求められる要素や条件を検討した。つまり、単一の組織
ではなく組織をまたぐ場合に生じる課題を指摘し、それに必要な解釈の方法や意味づけをするシンボ
ルについて考察することを研究目的とした。理論的検討と事例分析を通じて以下の諸点について確認
することができた。
　組織をまたぐセンスメーキングでは、認知レベルにおいて、共通性を映し出すシンボルが必要であ
る。シンボルは、過去の経験、現在の経験、未来の予期の具現を連鎖させて意味づけるだけでなく、公正・
公平の点からも解釈できることが重要である。
　また、行動レベルから見て、複数の組織が１つの集合体として機能するための工夫を意識する必要
がある。シンボルに協力・共生の観点を加えて意味づけると、センスギビングを通じて協調行動がと
られやすい。

　This paper examines the elements and conditions required for sensemaking when composing and 
promoting projects that extend over wide area, such as companies, universities, and governments. In 
other words, the purpose of the research was to point out issues that cause when crossing organizational 
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boundaries, and to consider the methods of interpretation and symbols as meaning-making that 
are necessary for this. Through theory and case analysis, we were able to confirm the following 
hypothetical views.
　Sensemaking across organizations requires symbols that express commonality from the cognitive 
level. It is important that symbols not only make sense in terms of a chain of past experiences, 
present experiences, and embodiments of future expectations, but also can be interpreted in terms 
of fairness and impartiality.
　We need to be aware of the ingenuity that multiple organizations work as one collective entity 
from the behavioral level. If symbols are given equivocality while adding the perspective of 
cooperation and symbiosis, cooperative actions are more likely to be taken through sensegiving.

キーワード

・センスメーキング（sensemaking）、センスギビング（sensegiving）、シンボル（symbol）、

多義性（equivocality）、オープンソースソフトウェア（open source software）、ソ

フトウェア産業振興（development of software industry）
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１．はじめに

　ここ数年の ICT（information & communication technology, 情報通信技術）の飛躍的な進
化によって、非対面を交えたコミュニケーションが活発化しつつある。たとえば、オープンな
特性を持つ SNS（social network service）は対面の現実世界と比べて、個人間の関係の形成・
維持に対する負荷が少ない分、抵抗なく利用されている（安田 , 2010）。ICT を活用した交流
のネットワークが気軽に居心地の良い環境を作るとともに、広範囲な情報のやりとりを促進し
ている。
　経済活動においても、オープン・イノベーション（open innovation）に代表されるように、
昨今、企業と企業、企業と大学、企業と行政など組織間の連携やネットワーク化が重要視され
ている。言い換えれば、境界線をまたいだ協力関係をどのように築いて維持するのかが注目す
べき課題の１つになっている。
　組織についてみれば、現状、既存研究には単一の組織を前提とした文献が数多く見られる。
また、組織間の問題を扱う組織間関係論をみると、企業と企業の提携・連携といった二者の関
係に焦点を当てた研究が中心になっている。つまり、多数の企業間や、大学、行政など他のセ
クターにまたがるような研究はまだ少なく、知見の蓄積が待たれる。
　たとえば、単一の組織を想定した中で秩序が自律的に形成される組織化や意味の共有に関す
る理論に、ワイク（Weick, 1995）が提唱した組織のセンスメーキング（sensemaking, 意味生成）
がある。そのプロセスは、ある変化を手掛かりにしてフレーム（frame, 思考の枠組み）と結
びつけて解釈を行い、その意味を組織の全員が共有し合うというものである。意味をシンボル
化すれば一層効果がある。この考え方は、単一の企業が組織変革を図る場合や危機を乗り越え
る局面で有効活用されてきた。企業、大学、行政など広域にまたがるプロジェクトを組成し推
進する場合にも同様に有効な理論となるのであろうか。
　こうした視点に立って、本稿では、組織をまたいだ解釈、意味の共有に求められる要素や条
件を検討する。具体的には、組織をまたぐ場合に生じる課題を指摘し、それに必要な解釈の方
法や意味づけをするシンボルについて考察することを研究目的とする。
　本稿の構成は次の通りである。第２節でセンスメーキング理論をレビューし、第３節でセン
スギビングの考え方について事例研究を踏まえながら理解する。第４節では組織をまたいだセ
ンスメーキングとシンボルについて本研究の論点を示す。第５節で組織をまたぐシンボルの仮
説を提示する。第６節で調査方法、第７節ではオープンソースソフトウェアに焦点を当てた松
江市（島根県）の産学官による Ruby City MATSUE プロジェクトの事例を記述する。第８節
で事例を分析し、仮説との関係や意義などについて考察を行う。最後の第９節では見出された
発見事実を要約し、残された課題に触れる。
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２．センスメーキングの先行研究

　自己組織化は物理学、化学、生物学など分野を超えたテーマとなっているが、本来は、無秩
序状態のシステムにおいて外部からの制御なしに秩序状態が自律的に形成されることを指して
いる。経営研究では環境の変化に対応して組織の変革を行う場合などに援用されている（北 , 
2019）。
　組織研究においてワイク（Weick）は自然淘汰が行われる進化論の過程をひな型にして組織
化のプロセスとしての進化モデルを提起した。彼は、組織とは意識的な相互連結行動によっ
て多義性（equivocality）を削減するための文法のようなものであると考えた（Weick, 1979）。
多義性とはいくつかの意味があって１つの分類に収まり切らないことを指す。組織化のプロセ
スは何らかの変化に気づいたメンバーがそれを囲い込み、環境を創造する。表現を変えれば、
多義的な事象を切り取って多義性を削減し意味を生成することが１つの説明になる。
　組織化が行える組織は、各単位が自律的で相互に緩やかにつながっているルースリー・カッ
プルド・システム（loosely coupled system）を持った組織である。こうした組織は高分化・
低統合にともなう局地的適応ができ、また、下位システムが自律的であり、それぞれ別の下位
環境に対処することによってシステムとしての多様性が保持できる。このため、新しい試みに
挑戦でき、対立する環境部分には別の下位システムを通じて同時に対処できる（岸田 , 2005）。
　このように、ワイク（Weick）は組織とはメンバーの実践によって構築される動的なプロセ
スであることを主張した。従来の組織研究は組織を固定的な客体として捉えていたが、ワイク

（Weick）の組織化論はそうした問題点と限界を指摘し、視点の転換をもたらした（Sandberg 
& Tsoukas, 2015）。
　その後、組織化はセンスメーキング（sensemaking）として、あるいはセンスメーキングを
通じた組織化として提唱された（Weick, 1995）。センスメーキングは行為者が多義的な状況に
遭遇したときに、環境から手掛かりを抽出し、もっともらしく解釈することによって、進行中
の出来事を理解しようとする活動である（Maitlis & Christianson, 2014）。
　センスメーキングは、これまでの解釈の枠組みでは対処できず、新たな解釈の方法を創造し
なければならない状況がきっかけとなる。対処できない要因として曖昧さと不確実性が挙げら
れる。曖昧さとは、現在の枠組みでは多様な解釈が可能となって混乱をきたしてしまう過去の
出来事を指す。不確実性とは、現在の枠組みでは解釈ができない未来に起こり得る出来事を指
す。人々はあまりに多くの解釈ができると混乱するし、未知のものにはどのような解釈も思い
つかない。このため、センスメーキングに取り組むのである（Weick, 1995）。
　具体的な状況として、外部環境の変化にともなう組織の危機、組織アイデンティティの危機、
計画された組織変革の３つが挙げられている（Maitlis & Christianson, 2014）。

　センスメーキングの概要
　ここからはセンスメーキング理論について、ワイク（Weick）の主張をレビューしていこう。
センスメーキングとは、能動的な主体が有意味で知覚可能な事象を構築すること、いわば「意
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味を生成すること」であり、「ある種のフレームの中に何か異なるものを置くこと」によって
未知を構造化することである（Weick, 1995）。ここでいうフレームは、解釈を方向づける一般
化された視点である準拠枠（frame of reference）と類似の概念である。何らかの変異がフレー
ムの中に置かれると、人々はそれを理解し帰属させ予想することができる（Weick, 1995）。
　センスメーキングは「意味づけ」、「意味付与」とも訳されるように、人々が自らの経験に意
味を見出す行為としても説明される（Klein, Moon & Hoffman, 2006a, 2006b）。言い換えると、
正確性よりも説得力のある魅力的なストーリー性を持たせて組織のメンバーや関係者を納得さ
せることが重視される（Weick, 2000）。たとえば、想定外の出来事や曖昧さ、不確実性の高い
事象に対して納得を生み出すために、もっともらしい解釈や補足を付け加えることが行われる。
　とりわけ、センスメーキングは目の前で発生した事象を、単純な因果関係や責任の帰属から
説明しようとするプロセスや方法とは違う（Weick, 1995）。センスメーキングは人々が複雑な
事象を俯瞰的に顧みて、社会的なコンテクストの中で自分の立ち位置を見出すこと、そして、
その事象が自らに及ぼす意味を理解し、次に何を行うべきかを考えることを容易にする（Weick, 
Sutcliffe & Obstfeld, 2005）。コンテクストとは一定の構造を生み出す背景を指す。組織はセン
スメーキングを通じて、事象の持つ意味の多義性を減少させ、それに適用するルールを制度
化する。センスメーキングによって、組織のメンバーの行動が１つの方向を向くようになる

（Weick et al , 2005）。
　曖昧さや混乱をともなうような状況や、未知のものに対してもっともらしさを探索するセン
スメーキングでは、多義性の削減は特に重要である。

　７つの特性
　センスメーキングは７つの特性を持っている。一般的なセンスメーキングは、①進行中の事
象の流れの中で、②辻褄の合わない、しっくりこない何かをきっかけにして始まり、③その何
かに対して過去の経験を回顧して光が当てられる。そして、④もっともらしさのある推測が立
てられる。組織的なセンスメーキングの場合は、これらに⑤理解を促すために環境を創出する
イナクトメント、⑥他者との相互の接触によって底流に築かれたアイデンティティ、⑦社会的
な認知を求める社会的接触が加わる（Weick, 1995）。イナクトメントは変化を囲い込む行為を
いう。センスメーキングでは上記の特性を発揮するために、特性ごとに必要な資源が選択的に
利用される（Weick, 2000）。組織の中に利用可能な資源が多いほど、効果的なセンスメーキン
グが行われやすい。

　プロセス
　組織的なセンスメーキングはフレームのもとに手掛かりを抽出し、その手掛かりにもっとも
らしい推測を付け加えて意味を作り出していく主観的なプロセスである。図１で示すと、スキャ
ン−解釈−学習の３段階からなる（Weick, 2000）。組織のフレームのもとで収集したデータの
スキャンによって見出した手掛かりに注目する。そして、手掛かりをもっともらしく解釈して
意味づける。最後の学習の段階では行動を起こして環境に働きかけ、その結果、既知のパター
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ンに当てはまらない新たなパターンを得る。それを前段階のスキャンや解釈に戻すことによっ
て、組織が新たな意味を生成し、しかるべき行動をとる（Weick, 2000）。必要な資源を用いな
がらこのプロセスを繰り返すことによって、継続的にセンスメーキングが行える。組織が予期
しない事象に直面しても、このようにして、未知のパターンを既知のパターンに変えていくこ
とができる。

出所：Weick（2000）p.244 の図 10.1 をもとに加筆・修正

図１　センスメーキングの３段階のプロセス

　重要な３要素
　ワイク（Weick, 1995）は、センスメーキングを生み出す重要な要素として３つを挙げている。
それらは、過去の経験の要約としての「フレーム」、現在の経験の特殊性を捉えている「手掛
かり」、フレームと手掛かりを結びつけて解釈する「連結」である。フレームと手掛かりを併
せてボキャブラリーと呼んでいる。抽象度の高いフレームの中に抽象度の低い手掛かりが置か
れることによって新しい意味が生み出されると考えている。フレームとは、「人工的に作り出
される社会的な出来事に当てはめる主観的な意味を規定した組織の原則」（Goffman, 1974）と
定義される。組織が用いるフレームは組織におけるコンテクスト（文脈）であり、過去の経験
のコンテクストの要約である。
　また、ワイク（Weick, 1995）はフレームとしてのボキャブラリーを６つ例示している。そ
れらは、①イデオロギー（社会の側面）、②仮定や定義からなる前提コントロール（組織の側面）、
③パラダイム（専門家の側面）、④認知構造に相当する行為の理論（対処の側面）、⑤伝統（先
人の側面）、⑥物語（連鎖と経験の側面）である。たとえば、社会において何が正しいかを判
断する「イデオロギー」の中に具体的な事象である手掛かりが連結されることによってセンス
メーキングが促進される。
　センスメーキングにおいてフレームは、コンテクストの構造を要約したものとして、「何が
手掛かりとして注目されるか」と「注目された手掛かりがどのように解釈されるか」の連結に
影響を及ぼす（Weick, 1995）。センスメーキングする個人、または組織のこれまでに構造化さ
れてきたコンテクストが意味生成の方向を決める。このように手掛かりとコンテクストは強く

（データ収集） （意味づけ） （行動）

スキャン 解 釈 学 習

フレーム
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結びついている。
　連結における手掛かりの解釈は一般的な解釈とは違う。一般的な解釈はすでに文脈として埋
め込まれているものから、受動的に読み取る行為や、情報の意味を理解するために意味のある
ラベルを貼りつけることである（Thomas, Clark & Gioia, 1993）。たとえば、自分のフレーム
の中にすんなりと収まった場合は解釈に当たる。一方、自分のフレームに収まらずにしっくり
こないものの場合は、「それが何なのか」と、自分のフレームに収めるためのプロセスが必要
になる。こうした能動的に意味を生成する行為がセンスメーキングでいう解釈としての連結で
ある（Weick, 1995）。参考までに、一般的な解釈との違いについてワイク（Weick, 1995）は
次のように説明している。

　「解釈に関するほとんどの議論は、テクスト（本文）をどう読むかが焦点になって
いる。しかし、センスメーキングはテクストがどう読まれるかだけでなく、そのテク
ストがどのように構築されるのかということも問題にしている。センスメーキングは
読むだけでなく創作でもある。」
　「センスメーキングとは単に解釈だけや、発見だけではない。創作にも、創造にも
かかわっている。」

　センスメーキングの課題
　センスメーキングを通じた組織化のプロセスは、主体である組織メンバーが客体としての事
象の多義性を削減するモデルである。ワイク（Weick）は先に組織があってそこでセンスメー
キングが行われるのではなく、センスメーキングを介して組織が構築されると考えた。
　こうした組織化は、組織メンバー間の相互主観的な現象として扱われている。主体が多義性
を削減するセンスメーキングそのものに意味があり、主体自身がその実践に強く関係づけられ
ている（佐藤 , 2017）。相互主観性（intersubjectivity）とは、現象学の創始者フッサール（Husserl）
が提唱した概念で、複数の主観の間で共通に成り立つことを指す。組織メンバー一人一人はそ
れぞれ違う主観や見方を持っているが、それを共有して、さらに大きな主観にして共通のもの
とする考え方である。
　しかし、ワイク（Weick）のセンスメーキングには課題もある。センスメーキングを実践す
る主体である組織メンバーがどのような状況に置かれ、解釈の過程で相互にどのように関わり
合うのか、組織を再定義する行為がどんな意味を持つのか、については十分に議論されていな
い（佐藤 , 2017）。

３．センスギビングの先行研究

　前節では、センスメーキングについてやや詳しく論じてきた。意味生成のプロセスにおいて
組織のリーダーは、どのようにして組織のメンバーの思考や行為に影響を与えるのだろうか。
この点に注目して見出されたのがセンスギビングの概念である。センスギビングとは、他者の
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センスメーキングに影響を与える行為を目的としたプロセスを指している。本節ではセンスギ
ビングの特徴について、組織変革の事例研究を交えながら整理していく。
　ジョイアら（Gioia & Chittipeddi，1991）は公立大学の組織変革の始動段階の事例を分析し
ている。概要は次の通りである。ある公立大学に就任した新学長は組織を変革しようと、「トッ
プ 10 の公立大学になる」と表現したビジョンを掲げ、将来像を提示した。一方で、表現の曖
昧さや目指す姿の不確実性を意図的にともなっていたために、変革を推進するタスクフォース
を設けて大学関係者に対話と意味生成を促した。その後、学長自身も関係者からのフィードバッ
クを得て手直しするなど関係者と同様に意味生成のプロセスに巻き込まれた。
　大学関係者は対話や意味生成を通してビジョンに対する認識を深め、また、新たな解釈やア
イデアを加えながら、行動上の判断基準を明確化していった。ビジョンは関係者同士のコミュ
ニケーションだけでなく学長と関係者間のコミュニケーションの触媒となり、最終的に関係者
の意識や行動の変革の動因となった。変革ビジョンの意味生成では、学長自身も想定しなかっ
たプロセスによって全員を巻き込み、曖昧でない実質的な将来像を作り上げた。学長と関係者
双方の意味生成を促したのはビジョンそのものであった。
　ジョイアら（Gioia & Chittipeddi，1991）は、センスメーキングとセンスギビングの概念に
ついて、上記の組織変革事例の文脈に当てはめて次のように定義している。センスメーキング
は、「変革の枠組みを明瞭にし、具体化させるための意味の生成、再生成である。その結果、
関係者が変革の本質を理解する。」ことを指す。センスギビングは、「変革の目的に対して、現
実の組織を選択的に再定義するために、意図的に関係者のセンスメーキングを行う。つまり、
他者のセンスメーキングに影響を及ぼす。」ことをいう。そして、意味生成のプロセスを想起、
伝達、修正、活性化の４つのフェーズに分けてそれぞれを説明している。
　図２に沿って説明すると、１つ目は想起フェーズである。ここではリーダーによるセンスメー
キングの取り組みであり、リーダーが組織に関するいくつかの指針的ビジョンを創造すること
によって新しい状況への意味づけを模索する。
　２つ目は伝達フェーズである。これはリーダーによるセンスギビングの取り組みであり、組
織の関係者に新たなビジョンを伝えようと努力する段階である。
　３つ目は修正フェーズである。ここでは関係者側によるセンスメーキングの取り組みであり、
提示されたビジョンの意味を理解し、自身の理解を修正しようとする。
　４つ目は活性化フェーズである。これは関係者側によるセンスギビングの取り組みであり、
ビジョンに反応し、関係する他の個々人に影響を与えようと努力する段階である。たとえば、
管理職が変革を実行する部下に対してセンスギビングを行う。このフェーズでは、ビジョンを
行動に移す組織的なコミュニケーションとコミットメントが発生する。
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注）図の点線で示したフィードバック・ループは、関係者側のセンスギビング活動が、リーダー
から伝達されたビジョンに対して修正を行うことを表している。

出所：Gioia & Chittipeddi（1991）p.444 の図３をもとに作成

図２　センスメーキングとセンスギビングの影響プロセス

　４つのフェーズには、センスメーキングとセンスギビングの漸進的反復のパターンが描かれ
ている。想起フェーズと修正フェーズは、リーダーとメンバーである関係者側が意味を生成し
ようとする認知のプロセスである。また、伝達フェーズと活性化フェーズは、リーダーが関係
者側に対して、または、関係者側が関係する他の個々人に対してセンスギビングを行う行動の
プロセスである（大森 , 2017）。このように、意味生成は認知と行動のプロセスから構成され
ていると考えられる。組織変革の始動段階では、センスメーキングとセンスギビングが交互に
行われてリーダーとメンバーのコミュニケーションが促進されることが見出せる。
　また、事例分析から変革のシンボルとして次の３つが挙げられる。①「トップ 10 の公立大
学になる」という魅力的なメッセージを込めたビジョンの提示、②新学長の就任、③変革を推
進するタスクフォースの設置、である。とりわけ、メッセージは広く行き渡り、思考や行動に
対してビジョンを満たしているかどうかの判断の枠組みを提供し、学長自身が想像していた以
上に強い力を持って、関係者を導く代表的なシンボルとして機能した（Gioia & Chittipeddi，
1991）。
　組織変革の始動段階で示唆される点として以下の２つが指摘されている（Gioia & 
Chittipeddi，1991）。１つ目は、センスメーキング（意味生成）とセンスギビング（意味提供）
が変革に動き出すプロセスに大きな影響を与える。そのため、意味を生成する認知のプロセス
と他者のセンスメーキングに影響を及ぼす行動のプロセスを組み合せられるかどうかが重要に
なる。２つ目は、変革のシンボルの存在は関係者の解釈の枠組みを変える基盤となる。よって、
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いかに広く行き渡るシンボルを提供できるかどうかが重要になる。
　なお、取り上げた組織変革事例に関しては、手掛かりや解釈の基礎となるフレームは何を指
しているのか、フレームとシンボルとの関係が十分に説明されていない（井上, 2014）という問
題も残されている。

４．組織をまたいだセンスメーキングとシンボル

　変革や創成を目指す場合は、それを始動させる前にフレームを用いて意味生成が行われる。
企業では組織内の合意、地域では組織間・セクター間で合意が形成される。それぞれのフレー
ムのもとで何らかの変化、新たな動きといった手掛かりに注目し、それに意味を与え、シンボ
ル化させる。それによって、関係者の理解を容易にし、行動へとつなげていく。
　第２節ではセンスメーキングで重要なフレームと手掛かり、それらを結びつける連結、第３
節ではセンスギビングを通じて組織内の相互作用を促したシンボルの存在を指摘した。いずれ
も単一の組織を前提にした議論であった点に注意しなければならない。
　本節では、企業間、セクター間など組織をまたいだ広域でセンスメーキングを行う場合に必
要とされる視点、考慮されるべきシンボルについて検討する。

　４－１．組織をまたぐ場合の課題
　集団の対立
　集団をまたぐという点から内集団と外集団の集団間の態度に注目した場合、両者は対立しや
すい。それは実際的な利害の衝突によるためであると説明されている（Sherif, Harvey, White, 
Hood, & Sherif, 1961）。両者は競争的な相互依存関係のもとに置かれると、それぞれ外集団に
対する敵意や嫌悪感情が起こる。それが偏見や差別を生み出すことになる。内集団と外集団の
それぞれに集団アイデンティティが存在することによって、両者の間に偏見が生じやすくなる
のである。
　組織間のパワー不均衡
　組織間関係論は、最初、資源の稀少性を前提として提起された。通常、必要な経営資源の調
達は制約されているため、組織の相互作用や共同の考え方が注目された。その後、レービンら

（Levine & White, 1961）は、組織間関係の生成・維持における交換の重要性を指摘する。そして、
いくつかの有効なパースペクティブやモデルが提示されてきた。
　この中の代表的なものはフェファーら（Pfeffer & Salancik, 1978）の提示した資源依存パー
スペクティブである。彼らは、組織が存続するには、外部環境から諸資源を獲得・利用しなけ
ればならない。そのため、組織は自己充足的な存在ではなく、環境に対して開かれたシステム
であり、環境との関わりなしでは存在できないことを主張した。加えて、組織間のパワーの均
衡関係は、一方的な依存、あるいは相互の依存など資源依存の程度によって影響を受けること
になるが、こうした依存への対処と組織間関係の維持のマネジメントにも言及した。
　資源依存パースペクティブは、個別の組織の観点から組織間関係を取り扱っている点、組織
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間態度として利己的である点に特徴がある（亀倉・栗本 , 2019）。
　対立、不均衡の解消
　それでは、集団間の対立を解消することができるのだろうか。筆者（北 , 2021）は再カテゴ
リー化（re-categorization）に注目した見方を以下に整理している。再カテゴリー化は、互い
の差異を認めた上で、同じ共同体や社会に属しているという一体感を育てることをいう。この
ため、集団間に偏見が高じる場合は、再カテゴリー化を試みると協力関係が築きやすくなる。
具体的には、共通内集団の形成である。再カテゴリー化によって共通内集団アイデンティティ

（common ingroup identity）を形成すれば偏見が低減する（Gaertner, Dovidio, & Samuel, 
2000）。共通内集団と同一視する場合は、たとえ自集団の同一視をしていたとしても集団間の
偏見は低くなる（González & Brown, 2003）。
　集団間の偏見が低減する理由は次のように説明される。共通内集団アイデンティティを持つ
ということは、以前は外集団であったメンバーを新しい内集団のメンバーとして再カテゴリー
化することである。内集団の利益や地位を維持するためには、以前の外集団メンバーを含め
た新しい内集団へのアイデンティティを高めなければならない。その結果として、集団間の
偏見が低減する（岡本 , 2007）。集団間に否定的な評価がある場合でも、共通内集団アイデン
ティティが形成されると、元の外集団メンバーを内集団メンバーの一部として見なすようにな
る。そのことが元の外集団メンバーに対する好意的態度を生んで偏見を低減させる（Gaertner, 
Dovidio, Anastasio, Bachman & Rust, 1993）。
　２つの集団は個別のアイデンティティが高いが激しく対立するような状況でない場合は、そ
れぞれの集団は互いに同列上にあり、共通内集団の中の下位集団の１つとして位置づけられや
すい。そうすると、両方の集団内に好意的な態度が形成される。たとえば、異なる国に設立さ
れていた複数の法人が、国境を越えて新たな連合体を組織するような場合は、共通内集団アイ
デンティティが機能しやすい可能性がある。新組織としてのアイデンティティを形成する際に、
元の組織のアイデンティティを放棄する必要はないし、当初は外集団であった他国の法人に対
して、ネガティブに評価することは少ない（池田・唐沢・工藤・村本 , 2010）。
　組織間のパワー不均衡に対してはどうなのだろうか。組織間関係論では、協同戦略（collective 
strategy）パースペクティブがアストレーら（Astley & Fombrun, 1983）によって提唱されて
いる。これは組織間協同目標の追求に注目して、組織の集合レベルにおける協調行動に焦点を
当てている。
　前述した資源依存パースペクティブで強調されるパワーや支配の関係ではなく、組織間で互
いに相互依存しながら、交渉、妥協を通じて、組織間の協力・共生を図っていく側面を重視し
ている。協力・共生を基礎に、異なる利害と価値を持つ組織がどのようにして社会的に合意を
形成していくのかに関する視角である（山倉 , 1993）。
　具体的には、同種か異種か、直接か間接かという組織間相互依存のあり方に応じて多様な組
織間協同行動を分類している。同盟型は情報の流れ、集積型は人の流れ、接合型は仕事の流
れ、有機型は影響力の流れを通じてそれぞれ協同が行われる（Astley & Fombrun, 1983）。協
同戦略パースペクティブは、複数の組織からなる組織の集合体・協同体としての行動や戦略を
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取り扱っている点、利他的に相手に歩み寄ろうと協調行動をとる点に特徴がある（亀倉・栗本, 
2019）。

　４－２．必要とされる解釈とシンボル
　すでに第３節でシンボルに言及したが、複数の組織にまたがるセンスメーキングにおいてシ
ンボルをどのように捉えるべきなのか、この点を検討する。
　シンボルの性質・特性
　人々は新しい経験や概念を理解しようとするとき、それに意味を与える。そして、その意
味はしばしば象徴的、または隠喩的な表現である記号を通して効果的に把握される（Chen & 
Meindl, 1991）。記号には行為者の主観的な意味が付与されやすいためである。記号には３つ
の種類があるとされるが、パース（Peirce, 1972）は対象（実在するもの）と記号の関係を基
準にして、類似記号のイコン、指標記号のインデックス、象徴記号のシンボルに分類している。
　この中のシンボルは精神、心的要素の結合、解釈思想という解釈項の媒介によって、対象と
関係づけられている。解釈項とは、多少なりとも明確化された記号の意味や効果をいう。シン
ボルを考える際は、シンボルと対象、解釈項の要素を考慮する必要がある。対象との関係では
シンボルは何を表現しているのか、解釈項の関係ではシンボルの表現をどのように解釈するの
かに着目する。こうしてシンボルの及ぼす意味作用が形成される（宇波 , 1997）。
　意味は、シンボルに表現された行為者の価値観（意図、目的、動機など）、パラダイムであ
る基本仮定、知識などといった意識内容を指す。シンボルを使用すること、行使すること、表
現することはシンボリックな行為（シンボリズム）と呼ばれる（坂下 , 2002）。シンボルには、
物語、神話、伝説、スローガン、ジョークなどの言語的シンボル、儀礼、儀式、行動パターン
などの行為的シンボル、ステータス製品や事業、ロゴ、社章などの物質的シンボルの３種類が
ある（Dandridge, Mitroff & Joyce, 1980）。また、拡散したものから凝縮したもの、曖昧なも
のから正確なもの、単義的なものから多義的なもの、さまざまな種類がある。その意味の範囲
も一定ではなく、状況に応じて変わる（Rowntree & Conkey, 1980）。
　シンボルの記号に託された複合性、多義性の意味は一般的な記号とは違う。１つのシンボ
ルは、複雑な意味を特定の対象や行動の中に圧縮する力を持っている（Rowntree & Conkey, 
1980）。このため、意味が濃縮されたシンボルを解釈するには、解釈する人物や場の文脈に応
じて異なってくる（杉浦 , 1992）。なお、シンボルは意味論的に開放されていて、その開放性
には２つの側面がある。１つは古いシンボルに新しい意味が集合的に添加できる点、もう１つ
はシンボルの公的な意味に個人的な意味が付け加えられる点である（Turner, 1975）。
　シンボルとセンスメーキングの関係
　シンボル、特に言語的シンボルは、センスメーキングのプロセスの基本である（Morgan, 
1986）。そのため、本稿のセンスメーキングで扱うシンボルは、組織変革などでの意味生成によっ
て変革ビジョンなどと表現されるメッセージと同様のものと捉える。前述したようにシンボル
は、解釈項の媒介によって対象と関係づけられる。センスメーキングでは、フレームのもとに
手掛かりと関係づけられて解釈される。
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　センスメーキングが上手く行われるかどうかは、その生成プロセスが連続性を適度に保って
いるかどうかによって決まる。連続性の余地をいくらか残している場合は、もっともらしさを
感じさせ、正確にプロセスが表現されるものになる。解釈する際は、表１で示すように、過去

（フレームに相当）、現在（手掛かりに相当）だけでなく、それらを結びつける未来の予期（連
結に相当）へと連続させる必要がある（Weick, 1995）。この点で言えば、シンボルには古いシ
ンボルに新しい意味が添加できる開放的な特徴があるため、センスメーキングに適応しやすい
と考えられる。
　したがって、センスメーキングによって生まれるシンボルは、過去の経験、現在の経験、
未来の予期の具現に橋を架け、それぞれが連鎖するような意味づけであることが重要である

（Gioia, Thomas, Clark & Chittipeddi, 1994）。

表１　センスメーキングの３要素と連続性の関係

３要素 連続性

フレーム 過去の経験

手掛かり 現在の経験

連　結 未来の予期の具現
出所：Weick（1995）の主張をもとに作成

　それは、人々が慣れ親しんだものと見知らぬものの間に橋を架け、継続する感覚を持たせ
ると同時に変化を促そうとすることを示唆する（Pondy, Frost, Morgan & Dandridge, 1983）。
既存の思考や行動のパターンに何らかの変化を起こすことを求めるとき、たとえば変革ビジョ
ンのメッセージのように提示するシンボルには、それまでの理解や経験に関連した方法も含め
た中で意味を持たせなければならない（Bartunek, 1984; Gioia, 1986; Louis, 1980）。
　第３節の伝統に縛られた公立大学の組織変革事例では、「トップ 10 の公立大学になる」と表
現したシンボルの多義性が関係者の活発なセンスメーキングとセンスギビングを生んでいる。
腑に落ちるまで他者のセンスメーキングに影響を与える行為のセンスギビングが行われること
によって、学長と関係者間の相互的なコミュニケーションが促進された。
　センスメーキングには、純粋な認知的解釈のプロセスだけでなく、行動と結びついた解釈も
含まれる（Thomas, Clark & Gioia, 1993; Weick, 1979）。この点に注目すれば、シンボルはそ
の多義性が組織内の相互作用を促し、単なる解釈だけではなく行動や結果を志向した解釈を可
能にする。意味の理解と認知が原動力となって関係者の行動を促す。つまり、シンボルは関係
者の認識の根拠となり、行動の判断基準となる（Gioia et al ., 1994）。
　シンボルについて、ファース（Firth, 1973）は次のように述べている。「人々はシンボルを
使うことによって、複雑な現実を単純化し、想像力を喚起し、社会的な相互作用や協力関係を
促進する。シンボルは表現、コミュニケーション、知識、社会的・政治的な力の制御のための
道具である。」（Firth, 1973）。他にも、シンボルは情報の流れを制御する調整メカニズムであ
るとされる（Rowntree & Conkey, 1980）。
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　シンボルは、通常、表現的な役割として取り上げられ、行動とはあまり関係がないとみられ
てきた。しかし、コミュニケーションの触媒として認知的な理解と意図された行動の両方に影
響を及ぼす可能性が示唆されてきている。したがって、シンボルは実体的、道具的な役割も併
せ持っていると考えられる。

　４－３．組織をまたいだ解釈とシンボル
　再カテゴリー化の解釈
　集団間・組織間の対立やパワー不均衡を解消するには共通内集団アイデンティティを形成す
るための再カテゴリー化の解釈が必要とされる。互いの差異を認めた上で同じ共同体や社会に
属しているという一体感を育てるのが再カテゴリー化である（池田ほか , 2010）。具体的には、
個々の状況や文脈に応じて決定されるであろうが、普遍的な要素として公正・公平、協力・共
生が意識される必要がある。
　対立やパワー不均衡の解消は、まず、信頼の観点から捉えることができる。そこで、信頼と
強く結びついているのが社会的公正理論であるが、筆者（北 , 2014, 2022）は既存研究のレビュー
を行なっている。公正とは人々が自分にふさわしいものを受け取っている状態であり、公正
は対人行動が適切かどうかを評価する１つの基準である（遠藤 , 2009）。また、ある行為や決
定を社会的に正統化する根拠となる価値であり、信頼を形成する要素の一部である（Ring & 
Van de Ven, 1994）。公正理論は、適正さや公正の主観的判断に注目して、人々の公正に対す
る考え方や知覚の仕方に焦点を当てている（Tyler, Boeckmann, Smith, & Huo, 1997）。この理
論でいう公正は、簡略な決定方略であるヒューリスティックス（簡略な決定方略 , heuristics）
であり、不確実性を解決する１つの考え方である（Lind & Van den Bos，2002）。公正は相手
を信頼できるかどうか、自分はどういった状況に置かれているかの判断に役立つヒューリス
ティックスであるため、状況はどれくらい公正であるかに注目するのである（Lind，2001）。
ヒューリスティック処理は、相対的に迅速、簡便、表層的で、トップダウン的な処理である。
カテゴリー化、ステレオタイプなど単純な手掛かりに頼った処理で、自動的過程処理とも呼ば
れる。したがって、公正は人の認知、感情を判断するツールとして理解することができる。た
とえば、手続的公正（procedural justice）でいえば、評価も含めたさまざまな意思決定の手
続きが公正・公平であったと感じることを意味する。
　もう１つは、協同戦略パースペクティブの活用である。協同戦略パースペクティブは、企業、
行政、地域などが互いに各組織における利害を超えて、目的の異なったつながりを支持する
視角である。共通の理念を持った組織体を理想としている。たとえば、アストレーら（Astley 
& Fombrun, 1983）が分類した有機型の場合は、組織と組織の間は人、もの、金を媒介とした
関係に限られる訳ではなく、信頼関係や共通の価値観によっても結びついている。組織間関係
論の協同戦略パースペクティブは、資源の依存によるパワーの不均衡を生むのではなく、組織
間の協力・共生を図るという利他的な概念を重視している。
　そうした利他的行動について、高橋・山岸（1996）は特定の社会関係の中で果たす役割を分
析している。その中で、個人対個人の関係という特定の社会的状況のもとでは、利他的に行動
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することが本人にとって有利な結果をもたらす可能性のあることを明らかにしている。具体的
には、「集団メンバーが利他的に行動する相手を選択する際に、その相手が過去に少なくとも
自分と同じくらい利他的に振る舞ってきた人間であるかどうかを決定基準として用いている。
その場合には、より多くの他者に対して利他的に振る舞うメンバーのほうが、そうでないメン
バーよりも、結局は大きな利益を得ることができる。」（高橋・山岸, 1996）。
　複数の組織にまたがってセンスメーキングを行う場合は、組織間関係を個別組織の観点から
取り扱うのではなく、複数の組織からなる組織の集合体として捉えることが適切である。その
ために再カテゴリー化を行なうのだが、そこでは公正・公平、協力・共生の概念を含めて解釈
される必要がある。公正・公平は認知のレベルで、協力・共生は行動のレベルで関係者に影響
を与えると考えられる。
　組織をまたいだシンボル
　これまでに得られた知見を整理し、組織をまたいだシンボルに必要とされる要素を検討する。
　まず、センスメーキングを生み出す重要な要素として、過去の経験の要約としての「フレー
ム」、現在の経験の特殊性を捉えている「手掛かり」、フレームと手掛かりを結びつけて解釈す
る「連結」が挙げられる。フレームに関しては、①イデオロギー（社会の側面）、②仮定や定
義からなる前提コントロール（組織の側面）、③パラダイム（専門家の側面）、④認知構造に相
当する行為の理論（対処の側面）、⑤伝統（先人の側面）、⑥物語（連鎖と経験の側面）の６つ
のボキャブラリーの例示がある。自分のフレームに収まらずに、しっくりこないものは、自分
のフレームに収めるために解釈を行うが、これが連結と呼ばれている。それは創作であり創造
である。センスメーキングが持っている７つの特性の中では環境を創出するイナクトメントに
当たる。
　センスメーキングによって生まれるシンボルは、もっともらしさを感じさせるために連続性
を意識して解釈が行われる。したがって、過去の経験、現在の経験、未来の予期の具現に橋を
架け、それぞれが連鎖するような意味づけであることが重要である。また、センスメーキング
とセンスギビングを交互に行うことによってコミュニケーションが促進され解釈が共有される
が、シンボルが持っている多義性が相互作用を促し、単なる解釈だけではなく行動や結果を志
向した解釈を可能にする。
　組織をまたいだセンスメーキングでは、集団間・組織間の対立やパワー不均衡を避けるため
に再カテゴリー化が行われる。信頼や利他的な概念が優先されるべきことから、シンボルは公
正・公平、協力・共生を映し出すように意味づけられることが望まれる。公正・公平は認知の
レベルで、協力・共生は意図された行動のレベルで関係者に影響を与えることになる。シンボ
ルには、単一組織のセンスメーキングにおいて必要とされる基本的要素に加え、組織をまたぐ
場合の要素を含めることによって効果的に意味づけることができる。
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５．組織をまたいだシンボル仮説の提示

　前節で企業、大学、行政など広域にまたがるプロジェクトを組成し推進する場合のセンスメー
キングに求められる要素や条件を検討してきた。本節では、組織をまたぐ場合に生じる課題を
踏まえながら、意味づけとしてのシンボルに関する仮説を提示する。
　センスメーキングとセンスギビングのプロセスを意識しながら、認知と行動に分けてシンボ
ルを考える。まず、認知の観点からいえば、単一組織のセンスメーキングで必要とされる要素
や条件に公正・公平の要素を加えることが重要になる。次に、行動の観点からいえば、他者の
センスメーキングに影響を及ぼす行為を引き出すような協力・共生の要素を含むことが望まれ
る。シンボルには多義性がともなうが、その削減のためにコミュニケーションを活発化し協調
行動につなげる役割が期待される。
　これらの点を踏まえて仮説１、仮説２を示す。
　【仮説１】
　組織をまたぐセンスメーキングでは、認知レベルにおいて、共通性を映し出すシンボルが必
要である。シンボルは、過去の経験、現在の経験、未来の予期の具現を連鎖させて意味づける
だけでなく、公正・公平の点からも解釈できることが重要である。

　【仮説２】
　組織をまたぐセンスメーキングでは、行動レベルから見て、複数の組織が１つの集合体とし
て機能するための工夫を意識する必要がある。シンボルに協力・共生の観点を加えて意味づけ
ると、センスギビングを通じて協調行動がとられやすい。

　ところで、組織をまたぐ観点から組織間連結についていえば、境界連結単位と呼ばれる存在
が重要視されている。実際、企業間を橋渡しする組織や個人が境界連結単位として配置されて、
橋渡し組織（bridging organization）、あるいは、境界連結担当者、ゲートキーパー、調整役、
連結ピン、マージナル・マンなどの名称で呼ばれている。境界連結単位は、自らの組織に属し
ながら他の組織と対等に接触できる位置にある。このため、自組織の情報を他組織の情報と交
換することができる。また、組織間の協力関係の形成、コンフリクトの調整など仲介の役割を
果たす。
　たとえば、橋渡し組織の概念に関して、次の４つの機能が指摘されている。１つ目は、関係
者が互いに面と向かい合う場を提供し、さらに関係者を巻き込んでいく招集機能（convening 
function）である。２つ目は、接触する関係者がそれぞれ保有する情報を理解し合い、利用で
きる資源を確認し合う解釈機能（translation function）である。３つ目は、関係者間で率直な
対話を行うことによって協働を促す協働機能（collaboration function）である。４つ目は、各
関係者の損得を明らかにして関係者間の利害を調整する媒介機能（mediation function）であ
る（Tribbia & Moser, 2008; Franks, 2010）。
　仮説１と仮説２で意味づけられたシンボルは、認知レベルで解釈活動を促進し、行動レベル
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で協力・共生に影響を与える。この両者が組み合わさると、シンボルは公平性、協調性の側面
から境界連結を手助けする働きが期待できる。こうした点を踏まえて仮説３を示す。
　【仮説３】
　組織をまたいで意味づけられたシンボルは、組織間の認知や行動に影響を与え、これまでゲー
トキーパー、橋渡しなどのように人や組織に注目して語られてきた境界連結の役割を補強する
道具となる。

６．調査方法

　組織をまたいだセンスメーキングに求められる要素や条件を明らかにするために、定性的な
方法によって収集したデータに基づいて事例研究を行なった。産学官の連携によりソフトウェ
ア産業の振興を目指す松江市（島根県）の Ruby City MATSUE プロジェクトを調査対象に
した。その組成・推進に関わった企業、大学、行政の関係者に対するインタビュー調査、アー
カイバル・データ、雑誌記事など公刊資料から得られたデータを踏まえて、事例を記述している。
　事例研究は単一事例であるが、松江市の事例は Yin（1994）の示す単一事例の条件に合致し、
産業振興として一定の成果を生み出しているところから選定した。また、オープンソースソフ
トウェアに焦点を当てた産業振興という点が特異であり、製造業・工場主体の従来型の地域産
業振興とは一線を画し、事例研究に相応しいと考えた。
　インタビュー調査は、インタビュイーにプロジェクトの始動段階（2005 年～ 2007 年）を回
顧してもらい、当時の状況や経験を語る形式で実施した。また、提示した質問に答えてもらうが、
質問の順序にこだわらず話の流れを重視する半構造化の方法をとった。中心となる質問は、「何
を手掛かりにして、どのように意味生成し、合意を形成したのか、合意のもとにどんな協調行
動をとったのか」についてである。各インタビューの所要時間は１時間～１時間 30 分程度で、
2022 年 3 月から 10 月にかけて行なった。

７．事例の記述

　松江市の Ruby City MATSUE プロジェクト－始動段階（2005 年～ 2007 年）－
　７－１．島根県ソフト系 IT 産業の現状
　2021 年度、松江市を含めた島根県のソフト系 IT 産業の売上高は 322 億円、県内従事者数は
1,717 人に達した。Ruby City MATSUE プロジェクトがスタートした 2006 年当時と比較する
と売上高が約３倍、従事者数は約２倍に増加し、着実に発展を遂げてきた（島根県情報産業協
会調べ）。また、プロジェクトの開始以降、島根県に進出したソフト系 IT 企業は累計 43 件に上っ
ている（島根県企業立地課調べ）。こうした数字からみれば、プロジェクトは一定の成果を生
み出している（図３、図４を参照）。
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注）売上高、従事者数は会員企業などを対象に調査した数値である。
県内従事者とは、県内本社企業および県外本社企業の県内事務所に勤務する従事者数を示す。

出所：（一社）島根県情報産業協会『ソフト系 IT 業界の実態調査報告書』、『ソフト系 IT 関連
従事者数アンケート調査報告書』

図３　島根県のソフト系 IT 産業の売上高と県内従事者数

出所：島根県企業立地課調べ

図４　島根県に進出したソフト系 IT 企業の累計件数
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　７－２．プロジェクト始動前
　松江市（島根県）は観光業を柱として産業を形成してきた。一方、市の商工課（当時）では、
観光業以外での産業振興の可能性を模索していた。2005 年６月、新たに課長に就いた田中哲
也氏は、「地方は地理的・予算的に不利、そんな地方での大企業誘致に頼った産業振興施策は
限界に来ている」と痛感していた。限られた予算の中で振興を図るには、地元に埋没する資源
を活用する以外にないと考えた。そして、地元の企業を訪ねて有望な資源の発掘に努めた。1

　田中氏は、日頃からコンピュータ雑誌を目にしていたが、ふと、過去に読んだ記事「日本の
Linux のふるさと」を思い出した。そこで、市内にある㈱ネットワーク応用通信研究所の井上
浩社長を訪ねた。松江のオープンソースソフトウェア（OSS）の歴史、日本医師会から請け負っ
たオープンソースのオペレーティングシステム（OS）である Linux を利用したレセプトシス
テム開発の実績、さらに、県外から松江に移ってオープンソースソフトウェアのプログラミン
グ言語 Ruby の業務に携わっている研究員、プログラマーの人々に関する話しを聞いた。田中
氏は、Ruby の開発者である「まつもとゆきひろ氏」が松江市に在住して同社に所属している
ことは雑誌記事で知っていたが、Web アプリケーション開発フレームワークの Ruby on Rails
の公開が引き金となって Ruby が世界的規模で利用される可能性のあることを初めて知った。
2

　オープンソースソフトウェアの土壌
　松江市とまつもと氏の所属する㈱ネットワーク応用通信研究所は、オープンソースソフト
ウェアとかかわりが深い。1996 年、日本の Linux ユーザーのコミュニティである日本 Linux
協会のウエブサイトの最初のサーバーが、松江市に在住していた生越昌己氏によって国内で初
めて立ち上げられた。そのため、松江は日本の Linux のふるさととも呼ばれる。当初、ユーザー
個人によって維持・管理されていたサーバーであったが、オープンソースソフトウェアである
Linux の普及とともに個人の運用に限界が生じた。そこで、サーバーの維持・管理の受け皿と
して法人が設立された。その法人が現在の㈱ネットワーク応用通信研究所の前身に当たる。同
社はオープンソースソフトウェアの技術基盤を強化するために、Ruby 開発専従の研究員のポ
ストを用意してまつもとゆきひろ氏を招へいした。3 
　まつもと氏は松江に移り住む以前の 1993 年からプログラミング言語 Ruby の設計に取り組
み、1995 年に無償で使えるオープンソースソフトウェアとして公開した。その後、Ruby はネッ
ト上のオープンソースソフトウェアの開発者コミュニティの有志によって育てられ発展して
いった。2000 年には英語の解説書が出版されて、世界中のプログラマーの間で知られるよう
になった。4 
　Ruby は日本発のオープンソースソフトウェアのプログラミング言語である。世界の主要言
1 深見嘉明（2007）「オープンソースで町おこし―松江市の Ruby City MATSUE プロジェクト―」『日経デジタ

ルコア』2007 年 11 月 8 日。
2 田中哲也氏（元松江市役所・当時の商工課長）へインタビュー実施（2022 年 5 月 12 日）、田中利彦（2012）「ソ

フトウェア産業による地域経済活性化」『産業経営研究』31, 1-26。
3 前掲の深見（2007）
4 前掲の田中（2012）
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語のうち日本で生まれた言語は Ruby だけである。記述量が少なくて済み、文法が英語に近
く、人間のイメージを表現しやすい。効率よく作業ができる生産性の高さに特徴がある。2004
年に Web 2.0 の潮流の中で、Web アプリケーション開発フレームワークの Ruby on Rails が
デンマーク人のプログラマーによってリリースされた。それをきっかけに、Ruby は世界的に
注目を集めるようになった。Ruby は Twitter に採用され、サービスを迅速に立ち上げるには
Ruby が最も適していると評価された。5 Web 2.0 とは普及期の Web になかった新しい技術や
仕組みに基づいた Web を指す。
　日本では Ruby は 2006 年頃から注目され始めた。2007 年に㈱カカクコムの飲食店のクチコ
ミ情報サイト「食べログ」が Ruby を利用した Web サービスへリニューアルした。大規模な
サイトで全面 Ruby に書き換えたのは国内で最初であった。6 その後、Ruby は Java 言語を実
装した J Ruby、組み込みシステム向けの mruby など実装が展開されていった。
　オープンソースソフトウェア（OSS）
　オープンソースソフトウェアは OSI（open source initiative）によって、ソースコードの公
開、再頒布の自由、個人・団体は差別されない、使用分野は差別されないなどと定義されてい
る。特徴としては、モジュールは独立性が高く、分散したボランティア組織で並行して開発が
できる。開発では最初の開発者やコアコミッター以外に、一般技術者やユーザーが誰でも自発
的に参画でき、組織としての価値の共有や一体感が図れるコミュニティが形成されやすい。7 
　コミュニティでは明確な作業分担が行われない代わりに豊富な開発要員のために、同一部分
を複数で並行開発し、その成果の中からよいものを選択するという冗長性の高い開発が可能で
ある。結果として高品質のソフトウェアが開発される仕組みになっている。8 
　ソースコードを公開する OSS は、誰でも自由に利用でき、ソースコードを読むことによっ
てソフトウェアの内容を学習できる。また、必要に応じて自由に修正・変更を行い再頒布する
こともできる。通常、ソフトウェアは民間企業が所有し、排他的に利用されることが多いが、
OSS は、誰もが自由に利用できる共有資源であり、公共財である。9 
　OSS は、システム開発の固定費を抑えられて、特定のソフトウェアをインストールしたこ
とにより後で身動きがとれなくなるといった保守運用コストをも削減する。ソースを公開する
ためコードの信頼性が高く、メンテナンスの期間制限がない。また、脆弱性対策やバグ修正、
機能追加・拡張などに対応するために、世界中の多くの開発者が参加するコミュニティや開発
元で改善が図られている。10 
　㈱ネットワーク応用通信研究所では、日本医師会から請け負って日医標準レセプトソフトを
開発し公開している。ソフトウェア自体は OSS として無料で公開されるが、その改訂や維持

5 前掲の田中（2012）
6 ㈱カカクコムのプレスリリース（2007 年 10 月 22 日）参照。
7 青山幹雄（2002）「オープンソースソフトウェアの現状」『情報処理』43（12）,1319-1324。
8 竹田昌弘（2005）「オープンソースソフトウェアとビジネスとの関係に関する考察」『立命館経営学』44（3）,49-66。
9 前掲の竹田（2005）
10 レッドハット社のウエブサイト「オープンソースソフトウェア」https://www.redhat.com/ja/about/open-

source（閲覧日 2022 年 4 月 14 日）。
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管理は有料で請け負っている。ソフトウェアはオープンだが、そのノウハウは開発した会社が
一番よく知っているので維持管理がビジネスになっている。11 
　OSS の知識や活用能力（リテラシー）をベンダー（システム開発会社）とユーザーが習得
すれば、市場全体、さらには社会全体のメリットになる。たとえば、首都圏の大手ベンダーに
システム開発を発注する場合、大手ベンダーはコスト削減のために業務を地方などの下請けに
委託する例が多い。しかも、ソースコードを公開しないソフトウェアによって下請けを縛って
いる。このため、地方のベンダーが OSS の Ruby などを強みとする自主技術を持つことの意
義は大きい。自治体がシステム発注の入札を行なうとき、そうした技術を持った地場のベンダー
の場合は直接受注できる可能性はある。12 
　プロジェクト化に向けて
　産業振興を模索する市の田中氏は地元の資源の中から「松江は日本の Linux のふるさと、
松江に在住する Ruby の開発者が今、世界的に注目されている」という大きな手掛かりを得た。
そして、次のように考えた。

　オープンソースソフトウェア（OSS）のプログラミング言語を活用したビジネスを
１つの企業だけが取り組むのではなく、地場の企業が全体で取り組む。そうすること
により、地域の産業振興が図れる。Ruby の技術の向上はもちろんのこと、オープン
ソースの概念や考え方、開発したまつもと氏の情熱が重要である。それらを松江市の
スタンスや活動にも反映させられないか。（田中哲也氏）13 

　早速、市役所内で状況を説明しオープンソースソフトウェア（OSS）を活用した取り組みを
提案した。しかし、多くの職員はオープンソースの意味やプログラミング言語 Ruby の発展可
能性を理解できなかった。特に Ruby の将来性については納得できる材料が必要であった。田
中氏の上司の能海広明部長（現松江市副市長）が OSS に関して経済産業省から調査を受託し
ていた東京のシンクタンクを訪ねた。説明を受け手応えを感じて、早速、松浦正敬市長に、「Ruby
は有望であり、行政が支援する価値がある」ことを報告した。

　市長は報告に頷いた。しかし、腑に落ちない点があった。「ソースコードを公開し
てどうやって利益を生み出すのか」。そこで、市長に㈱ネットワーク応用通信研究所
の井上浩社長、まつもとゆきひろ特別研究員と直接会ってもらう場を設けた。市長
は、収益の鍵がソフトウェアの更新、つまりシステムの維持管理ビジネスにあること
を知って Ruby に興味を抱いていった。（田中哲也氏）14 

11 高橋信頼（2006a）「オンリーワンが人の心に火をつける」『日経 XTECH』2006 年 11 月 21 日。
12 林信行（2015）「プログラミング教育で地域創生、官民学が連携して地域人材を育成する島根県松江市の一大

プロジェクト」『ベネッセ教育総合研究所』2015 年 10 月 1 日。
13 前掲の深見（2007）、田中哲也氏へインタビュー実施（2022 年 5 月 12 日）。
14 田中哲也氏へインタビュー実施（2022 年 5 月 12 日）。

− 37 −



経営情報研究　第 30 巻第 1・2 号（2023 年 2 月）, 17−55 ページ

　一方、この年（2005 年）の国勢調査で松江市の人口が初めて減少に転じることが分かった。大
きな衝撃であった。これまで観光業以外の産業の誘致活動をほとんど行なってこなかった松江
市だが、人口減に直面してこれまでの方向を真剣に見直さざるを得なくなった。そこで、市は
OSS の Ruby 関連の IT 企業・技術者も含めた企業誘致活動へ舵を切ることを決めた。15 人口減
で受けたショックのタイミングに Ruby への期待感、可能性を上手く合わせることができた。
　ところで、産業支援について松浦市長は、どんどん街に出て仕事に関係する市民との間で積
極的に関係を作るよう、職員に対して訓示をした。その際に関満博氏（一橋大学大学院商学研
究科教授、現名誉教授）の次の言葉を引用している。
　「これまで日本では行政が特定の企業を支援することはタブー視されてきた。しかし、これ
からは行政がモデルとなる企業を育成し、その企業が全体を引っ張っていくことを考えていく
べきだ。」16 
　こうした状況下で、田中氏は井上氏やまつもと氏に松江市の考え方を説明し、「Ruby で街
おこし、産業振興をぜひ一緒にやりましょう」と訴えた。まつもと氏は、当時の様子を雑誌の
記事で次のように語っている。

　街おこしの話しを聞いて、一体、どういうことなのかと不思議に感じた。ソフトウェ
アで地域振興を図った例はないし、公務員である市の職員が前例のないことを提案し
ている。そのことに驚き、余程の事情があるのだろうと思った。しかし、リスクを覚
悟して挑戦しようとする姿勢に対して応援しなければいけない。そこで、お手伝いし
ますと答えた。（まつもとゆきひろ氏）17 

　また、その後、まつもと氏は次のようなメッセージを市に寄せている。

　インターネットは物理的、地理的な制約から解放します。オープンソースソフトウェ
ア（OSS）はインターネットを通じれば、国や地域に関係なく協力してソフトウェア
を開発できます。住環境に恵まれた地方都市にも有利に働く可能性があります。18 

　地元の産業界も前向きに捉えていて反応はよかった。OSS は使えるものだという雰囲気が
あった。

　（一社）島根県情報産業協会の当時の多久和厚会長（㈱ワコムアイティ・代表取締役）
は「地場のベンダーは県外から外貨を稼げるようチャレンジするべきだ」と Ruby の
活用を後押ししてくれた。（田中哲也氏）19 

15 田中哲也氏へインタビュー実施（2022 年 5 月 12 日）。
16 松江市メールマガジン『だんだん　かわら版』第 70 号（2005 年 6 月 8 日）。
17 前掲の林（2015）。
18 「地域産業におけるオープンソースの活用事例」『ソフトウェアデザイン』2008 年 11 月。
19 田中哲也氏へインタビュー実施（2022 年 7 月 28 日）。
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　Ruby City MATSUE プロジェクトの目標
　Ruby は世界的な、国籍を越えた開発者コミュニティの互恵的な精神によって支えられてい
る。こうしたオープンソースソフトウェア（OSS）の開発は、企業や組織の枠を越えて多くの
研究者、開発者、ベンチャー企業などが自発的に参加するバザール（bazaar, 市場）方式であり、
コミュニケーションと協働が決め手になる。20 バザール方式とは複数の参加者が特別な制限を
受けずに開発したものを、設計者が取りまとめて１つのものを作り上げていく方式をいう。
　プロジェクトは日本の Linux のふるさとが Ruby のメッカをめざすために Ruby City 
MATSUE と命名された。交流だけでなく人材育成にも力を入れることが求められ、次の２つ
の目標を掲げた。21 しかし、達成期間を明示せず持続的な発展目標とした。

　OSS と Ruby をテーマにした Ruby の街としての新たな地域ブランドの創生をめざす。
　Ruby をキーワードに、気軽に立ち寄り、技術・情報を交換することができる場所
を提供し、人材・情報の交流拠点、ビジネスマッチングの拠点としての役割を担うこ
とを目指す。

　地域の人材を地域へ
　学生向けの Ruby 人材育成から取り組み、産学官の連携により質の高い Ruby 人材
育成環境を提供する。IT 産業の振興施策と企業立地の推進により、育成した人材の
雇用の場を確保する。

　Ruby City MATSUE プロジェクト自体は松江市（行政機関）が主導したプロジェクトであ
るが、その主体は松江市内の民間企業や技術者、そして大学の研究者であった。Ruby という
技術的優位性を活用しながら、産学官連携によって必要なコミュニケーションと協働を代替し、
地場のベンダーのプロジェクトマネジメント力を高めようとした。そして、OSS の開発に特
徴的なバザール方式を地域において実現しようと取り組んだ。22

７－３．プロジェクトのスタート（2006 年度）
　2006 年３月、松江市は経済委員会で OSS を活用した IT 関連産業振興のための開発交流プ
ラザの設置と運営の予算を説明し承認を得る。23 議会でもプラザ設置の良し悪しに関して特に
質問が出ていない。人口減少の危機感が、産業振興を意識した本プロジェクトへの追い風となっ
た。
　プロジェクトがスタートし、開発交流プラザとして 2006 年７月、JR 松江駅前の松江テルサ
別館に松江オープンソースラボを開設した。松浦市長は人を育てる場であると説明している。

20 野田哲夫（2009）「地方自治体のオープンソース活用政策と地域産業振興政策」『山陰研究』2, 1-18。
21 しまね OSS 協議会「第１回オープンソースサロン資料」（2006 年 10 月 16 日）などを参照。
22 前掲の野田（2009）
23 「松江市平成 18 年経済委員会記録」（平成 18 年 3 月 16 日、17 日開催）。
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　松江は、お茶が盛んな土地なんです。でも実はお茶の生産量自体は少なくて、全国
からお茶を集めてブレンドしている。つまり、モノよりも人の知恵が作り上げている。
ブレンドする技術、それを使いこなす人材が重要なんです。オープンソースと似通っ
たものがあると思います。松江にはそういう伝統があり、そうした人を育てる場とし
てオープンソースラボを成功させたい。（松浦正敬氏）24 

　ラボと言っても 50 名ほどが収容できる会議スペースやワークスペースを備えた空間であるが、
誰でも気軽に立ち寄って作業をしたり、打ち合わせをしたり自由に使えるように無料で開放した。
　同年９月、オープンソースラボの活動母体として産学官からなる「しまね OSS（オープンソー
スソフトウェア）協議会」を立ち上げた。単にシステム開発の受託を目指したコンソーシアム
ではなく、島根県内の IT ベンダーやユーザーに対して OSS のリテラシーを高めることを設立
の目的とした。あくまでも、非公式なコミュニティとして位置づけた。

　島根県には世界的にも有名なプログラミング言語 Ruby の開発者であるまつもと氏
が在住し開発を行なっている。これを一つの資源ととらえ IT と OSS を活用すること
によって、地方における産業を創出、拡大できる可能性がある。（しまね OSS 協議会
発起人会）25 

　なお、プロジェクトスタート後の主な経過は表２にまとめている。

表２　プロジェクトの主な経過（2006 年度、2007 年度）

出所：松江市 Ruby City MATSUE Project ウエブサイト
https://rubycitymatsue.jp/ja/history/（閲覧日 2022 年 3 月 1 日）

24 前掲の高橋（2006a）
25 高橋信頼（2006b）「Ruby を地域資源に、島根県の IT 関連企業などがしまね OSS 協議会設立へ」『日経

XTECH』2006 年 7 月 26 日。
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　しまね OSS 協議会
　2006 年度初頭から井上浩氏（㈱ネットワーク応用通信研究所・代表取締役）や野田哲夫氏（島
根大学法文学部教授）が中心になって、協議会設立の準備を進め、市のプロジェクトと歩調を
合わせ具体化していった。
　彼らは発足当時の状況を次のように振り返っている。

　業界団体とは違い、OSS のリテラシー向上に主眼を置いた。ゆくゆくは元請けで
受注できるベンダーが増えてくることを期待した。我々は 10 年近く OSS に関わって
きていたので、地場のベンダーの間では Ruby についてある程度理解されていた。選
択肢の１つとして参加して取り組みたいと考えるベンダーはいた。（井上浩氏）26 

　Ruby に対して発展性が約束された訳ではない不安感もあって、最初は冷ややかに
見るベンダー、参加に消極的なベンダーはあった。しかし、市や県が発起人となる中
で公共需要への期待感や、オープンソースラボ開設後に行なった Ruby on Rails の勉
強会が盛況であったことから、一定程度の法人会員が集まった。（野田哲夫氏）27 

　協議会会長の井上氏は Linux や Ruby など OSS に特化したシステム開発に関わってきた。
副会長を引き受けた野田氏は OSS に詳しく、それまで IT 産業振興の側面から市や地元企業の
経営者・技術者と交流していた。研究者の立場からセミナー・研究会の運営における人的な結
節点となった。28 
　協議会は、地場の企業関係者だけでなく、東京の企業・研究機関、島根大学、松江工業高等
専門学校、松江市、島根県の関係者が発起人となり、11 社が法人会員となって参加した。オー
プンソースラボを拠点にオープンソースサロンと呼んでいるセミナーや研究会を開催したり、
その他にもカンファレンスの誘致・開催や講習会を開いたりしている。
　オープンソースサロンは、10 月に第 1 回目が開催され、Ruby City MATSUE プロジェク
トの実現のために奔走した松江市の田中氏が講師を務めた。以降、11 月に第 2 回目、12 月に
は第 3 回目が開催された。サロンでは、オープンソースソフトウェアに関わる技術者、研究者、
企業、ユーザーが自由に集い、各分野のトップクラスの関係者と交流を図ることを目指した。

７－４．プロジェクトの展開（2007 年度）
　松江市は 2006 年度から企業立地を促進する部署を設け、田中氏もそこに移って東京を中心
に県外企業の誘致活動を開始した。社業で東京出張が多いしまね OSS 協議会の井上会長、（一
社）島根県情報産業協会の多久和会長をはじめ、島根大学野田教授などから得た県外情報を活

26 井上浩氏（㈱ネットワーク応用通信研究所・代表取締役）へインタビュー実施（2022 年 5 月 13 日）。
27 野田哲夫氏（島根大学法文学部教授）へインタビュー実施（2022 年 5 月 12 日）。
28 登坂和洋（2009）「Ruby の松江を世界に　根付くか地方の IT 文化」『産学官の道しるべ』2009 年 1 月号。
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用しながら、企業と接触を行なった。29 産学官の連携が上手く展開された。そうした過程で集
まった具体的な反応や要望と地元の産業界の意見などを踏まえて、翌 2007 年度は、新たに必
要な施策がいくつか実施された。プロジェクトの活動は徐々に広がりを見せていった。また、
2007 年度に策定された松江市総合計画の中に、Ruby を核としてソフトウェアに関する活動を
支援し地域産業の振興を図る、つまり、Ruby City MATSUE プロジェクトが盛り込まれた。
　オープンソースサロン
　2007 年に入って、オープンソースサロンは、１月から８月まで毎月１回のペースで開催され、
９月以降は、複数回実施する月もあった。県外の技術者、大学教員、首都圏の企業や研究者、
海外の Ruby に関するキーパーソンなどさまざまな講師が登壇した。一例として 2006 年度～
2007 年度までのテーマと登壇者を表３に示している（それ以降、2022 年８月時点で累計 141
回のサロンを開催）。また、２月にはシリコンバレー視察を実施した。企業の枠、職種の枠を
越えて、開発者・プログラマー・デザイナーといった技術者が交流・情報交換を行ない、相談
し合える場が形成されていった。
　その後、サロンからは、Matsue.rb（まつえるびー）、山陰 IT Pro 勉強会、Agile Shimane（ア
ジャイル島根）勉強会、若手技術者の山陰コンピュータ部など、IT の学習コミュニティが多
数生まれ、技術者同士の企業をまたいだ交流が盛んに行われた。30 たとえば、2008 年に、地元
の若手技術者の Ruby コミュニティである Matsue.rb が松江オープンソースラボを拠点に定例
の勉強会を始めた。IT 関連では松江で初の勉強会となった。

　2008 年２月には、こうしたしまね OSS 協議会の活動に対して、「地域づくり総務大臣表彰」
団体表彰が授与された。協議会の法人会員は発足時の 11 社から 2008 年末には 31 社に増え、
活動が徐々に認知されるようになった。31 

29 田中哲也氏へインタビュー実施（2022 年 10 月 27 日）。
30 「エンジニアで地方創生！？ Ruby の聖地として新たな風を吹かせる島根県の取り組みとは？」『i : ENGINEER』

2015 年 10 月 26 日 https://persol-tech-s.co.jp/i-engineer/technology/local1-shimane（閲覧日 2022 年 3 月 1 日）。
31 本田正美・野田哲夫（2015）「地域デザインの観点から見た Ruby City MATSUE プロジェクト」『山陰研究』8, 

19-36。
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表３　オープンソースサロンのテーマと登壇者（2006 年度～ 2007 年度）

出所：しまね OSS 協議会
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　普及支援団体 Ruby アソシエーション
　2007 年に楽天㈱が楽天市場の大規模トランザクション処理に対応するために Ruby on Rails
の採用を決めるなど Ruby が民間企業の基幹業務システムで活用され始めた。32 そうした状況
を踏まえて７月に、合同会社 Ruby アソシエーション（理事長：まつもとゆきひろ氏）がまつ
もと氏、井上氏、松江市の出資により設立された。Ruby の普及・発展の核となる拠点で、開
発者や技術者を支援する活動の中心地として不可欠な母体組織である。
　具体的には次のような役割を担おうとした。開発・保守を支援するために、必要なソースコー
ド・リポジトリーなどのインフラを提供する。開発者やユーザーのコミュニティを支援する。
技術者の認定制度、教育カリキュラムを整備し、Ruby 技術者を確保する枠組みを提供したり、
ユーザー企業に対する技術保証を支援したりする。33 
　Ruby 人材の育成
　松江市は Ruby 人材を育成するために、まず、2007 年 10 月に島根大学で Ruby プログラミ
ング講座をスタートした。講座では、㈱ネットワーク応用通信研究所の協力を得て、Ruby や
Ruby on Rails を使った実践的なプログラミングを学習すること、全国から Ruby や Ruby on 
Rails、JRuby、アジャイル開発に関わっている開発者、技術者を招へいし、OSS の今後の発展、
活用の可能性について理解することを内容とした。34 
　島根大学では、プログラミング講座に先立って、2007 年４月、野田氏がまとめ役となった
オムニバス形式による Ruby 入門講座「情報と地域―オープンソースと地域振興」を開講した。
講師にはまつもと氏、松江市の田中氏らが当たった。履修学生の中には、地場のベンダーのイ
ンターンシップに参加したり、オープンソースサロンに参加したりする学生もみられた。IT
関連の産学官連携講座は大学として初めての試みであった。
　地場ベンダーのインキュベーション
　Ruby を活用したソフトウェア産業振興施策である Ruby City MATSUE プロジェクトにお
いて、地場のベンダーに開発実績や技術の蓄積をもたらすことは重要な点であった。
　松江市は Ruby を利用したシステムの庁内導入を進めていくに当たって、初年度の 2006 年
度は松江開府 400 年祭ポータルサイト案件の入札を行ない発注した。2007 年度は基幹業務シ
ステムの松江市行政評価システムなどの入札を行なった。基幹業務の入札は周囲が驚くほどの
松浦市長の思い切った決断であった。35 その中の高額医療・介護合算システム（2007 年度）は、
同システムでは自治体で初めて（独）情報処理推進機構（IPA）の実証実験に採択された。この
実証実験は、IPA が経済産業省の委託を受けて行なっている電子政府へ向けた OSS 採用の実
証と課題解決を目的とした事業であった。
　同システムの構築では地場ベンダーの㈱テクノプロジェクトが代表となり、㈱ネットワーク

32 楽天㈱のプレスリリース（2007 年 3 月 15 日）参照。
33 前掲の田中（2012）
34 平川正人・野田哲夫（2007）「産官学連携による実践的人材育成の取り組み」『学術情報処理研究』（11）, 111-

114。
35 田中哲也氏へインタビュー実施（2022 年 5 月 12 日）。
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応用通信研究所など地元企業が参加して、「高額医療・高額介護合算制度」に基づき支給額を
算出するシステムを共同で開発した。開発では、Ruby で基幹業務システムを構築するための
課題となる「複雑なレイアウトに対応できる精度の高い帳票印刷」、「計算など確実な処理性能」、

「業務システムにおける保守性（プログラムメンテナンス性）」、「情報セキュリティの確保」な
どに取り組んだ。36 それによって、大量のデータ処理を行うバッチ業務に対応した Ruby 利用
による自治体基幹業務の開発手法の１つを蓄積し、実績の横展開が期待された。37 
　システムの共同開発は企業の系列内はともかく、系列を越える場合は一気にハードルが高く
なる。オープンソースソフトウェアの Ruby での協力の機会について前出の井上浩氏は次のよ
うに語っている。

　この実証実験案件に限らず、Ruby を利用したシステム開発では、受注した地場ベ
ンダーから当社にサポートを依頼されることが多く、一緒に開発を行なって協力し
合ってきました。（井上浩氏）38 

　松江市のシステム発注だけを見るならば、官による地域産業に対する直接援助の域を出ない。
しかし、地場のベンダーはこれらを受注する中で、Ruby 活用の技術力と同時に、プロジェク
トマネジメント力を高めていける。
　今までの下請けのように大手 IT ベンダーに頼らないならば、要件定義からシステムテスト
までの流れにおいて地場のベンダー自らその能力を高めざるを得ない。その際に重要な役割を
果たすのが産業振興の実働母体である「しまね OSS 協議会」であった。地場のベンダーがオー
プンソースサロンなどセミナーや研究会の場を通じて、設計やテストに必要な情報を交換し、
相談し合えるようになった。
　県外 IT 企業の誘致
　市は松江にオフィスを設ければ、電気料金の８年間半額補助（2006 年 12 月設定）、家賃の
８年間半額補助（2007 年４月設定）の制度を設け、県外 IT 企業の立地を促した。
　一方、2006 年から開始した企業誘致活動の成果が次第に現れ始めた。県外企業が 2008 年４
月に Ruby を利用した製品開発を目指して、松江市にオフィスを設けた（2008 年は４社が進出）。
たとえば、Ruby に早くから注目していて松江にサテライトラボを開設したバブ日立ソフト㈱
は、飲食業向け販売分析ソフトの開発に Ruby を用いることで開発期間を短縮している。39 
　プロジェクト費用ほか
　松江市が Ruby City MATSUE プロジェクトにかける費用は大きなものではなかった。2006
年度は、オープンソースラボの設置費、オープンソースサロンの運営費、県外企業が松江に拠

36 「松江市がRubyによる基幹業務システム構築へ、自治体へのOSS導入実証で」『日経XTECH』2007年10月１日。
37 前掲の田中（2012）
38 井上浩氏へインタビュー実施（2022 年 5 月 13 日）。
39 丹生晃隆（2009）「プログラミング言語 Ruby の松江市− IT 文化から産業創造へ」『産学官の道しるべ』2009 年

10 月号。
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点を開設する際の補助などで 1,777 万円の年間予算であった。巨額の税金を投じ、数値目標を
設定して推進するような公共事業とは違う。40 オープンソースサロンなどの IT コミュニティ
に参加する企業や技術者の自発性に依拠したプロジェクトである。また、対外的な評価として、
先に述べた地域づくり総務大臣表彰・団体表彰の他にも、2007 年９月、松江市は日経地域情
報化大賞、インターネット協会賞を受賞した。

７－５．2008 年度の取り組み
　2008 年度以降、島根県も新たな施策を加えながら松江市が取り組んでいるソフトウェア産
業の振興を力強く支援していった。2007 年４月に県知事に初当選した溝口善兵衛氏は、ソフ
トウェア産業を積極的に推進する姿勢を示した。
　それより前にも１つの兆しがあったと吉岡宏氏（前（一社）島根県情報産業協会会長／前㈱テ
クノプロジェクト・代表取締役）は語っている。

　県は情報サービス産業の従事者数の増加に少し注目し始めていた。2005 年の１年
間だけであったが、IT 技術者のスキルアップのための教育に予算を付けて支援して
くれた。（吉岡宏氏）41 

　溝口県政はまず 2007 年度に、地場企業の協力を得ながら、IT 技術者育成講座を開始した。
翌年３月に発表した島根県総合発展計画の中では次のようなソフト系 IT 産業の振興を謳った。
　「Ruby を利用したソフトウェア開発を中心にして、①実践的な人材育成、②技術力の集積・
開発実績の蓄積、③先進的技術情報の発信とビジネス・販路の拡大、の３つを施策の柱とする。
具体的には、９の事業を支援するメニューを用意して、ソフト系 IT 産業の育成を目指す。」
　そして、庁内に情報産業振興室を設置して、2008 年度から順次以下の支援を開始した。予
算額は 2008 年度 6,800 万円、2009 年度 12,500 万円と拡大した。42

　実践的な人材育成では、Ruby/OSS 講座など 10 講座、県外のプロジェクトに対する県内企
業の OSS 活用による受注の支援、学生 Ruby 合宿を実施した。受注の支援は、実践型の OSS
開発力強化と人材養成を目的とし、首都圏マーケットのプロジェクトの受注に対し、登録され
た高度 IT 技術者からなるコンサルティングチームを派遣して県内企業を支援した。
　技術力の集積・開発実績の蓄積では、企業による Ruby を活用した新技術の研究開発を促進
したり、Ruby を利用した県の業務システムの開発を入札・発注したりして、県内企業の実績
とノウハウの蓄積を支援した。
　先進的技術情報の発信とビジネス・販路の拡大については、2009 年から Ruby アソシエーショ
ンを中心に（独）情報処理推進機構（IPA）と県が支援して国際会議 RubyWorld Conference を

40 前掲の『ソフトウェアデザイン』（2008）、前掲の深見（2007）
41 吉岡宏氏（前（一社）島根県情報産業協会会長／前㈱テクノプロジェクト・代表取締役）へインタビュー実施（2022

年 10 月 28 日）。
42 支援内容は島根県情報産業振興室『島根県のソフト系 IT 産業振興施策』各年度版、しまね産業振興財団資料。
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開催した。Ruby 技術とその活用情報を世界に向けて発信した。
　松江市は、2008 年度から松江工業高等専門学校で Ruby プログラミング講座をスタートした。
また、中学生 Ruby 教室の開催や松江オープンソース活用ビジネスプランコンテストの開催を
始めた。
　産業界に目を転じれば、業界団体である（一社）島根県情報産業協会は、県外からのビジネス
の獲得に向けた提案・受注活動を目的として、2008 年に、しまねソフト産業ビジネス研究会
を立ち上げた。33 社が参加し県の支援を受けながら首都圏等で案件受注などの活動を開始し
た。43 
　島根大学は、学生向けの講座とは別に、2008 年から OSS の安定化とビジネスモデルの構築
に関する研究プロジェクトを推進し、Ruby の開発者まつもと氏も研究に加わった。また、翌年、
Ruby を使用した評価情報システムの開発を入札・発注した。44 
　Ruby アソシエーションは、（独）情報処理推進機構（IPA）の支援を受けて 2008 年から
Ruby 言語の国際標準化に向けた準備にとりかかった。45 

　以上が、松江市の Ruby City MATSUE プロジェクトの始動段階（2005 年～ 2007 年）を中
心にした事例の記述である。

■インタビュー調査の協力者について
　Ruby City MATSUE プロジェクトの始動段階で中心的な役割を担われた関係者の方々、
・元松江市役所／当時の商工課長・田中哲也氏（2022 年５月 12 日 14：30 ～ 17：30、7 月 28

日 16：00 ～ 17：30、10 月 27 日 10：00 ～ 11：30 インタビュー実施）
・㈱ネットワーク応用通信研究所代表取締役・井上浩氏（2022 年５月 13 日 9：00 ～ 10：30 イ

ンタビュー実施）
・島根大学法文学部教授・野田哲夫氏（2022 年３月 17 日 13：30 ～ 15：00、５月 12 日 16：00

～ 17：30、10 月 26 日 15：30 ～ 16：30 インタビュー実施）
・前（一社）島根県情報産業協会会長／前㈱テクノプロジェクト代表取締役・吉岡宏氏（2022 年

10 月 28 日 9：30 ～ 11：00 インタビュー実施）
に対して半構造化インタビューを行なった。
　記述内容についても確認をいただいた。

43 中小企業診断協会島根県支部（2011）『報告書　島根県における Ruby を活用した地域振興と IT 企業の現状と課
題』平成 22 年度調査・研究事業。

44 高清水直美・野田哲夫（2011）「島根大学における教養科目としての Ruby プログラミング教育」『研究報告コン
ピュータと教育（CE）』12, 1-4。

45 前掲の田中（2012）
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８．考察

　産学官による Ruby City MATSUE プロジェクトの事例は、地域の資源の１つであるオープ
ンソースソフトウェアのプログラミング言語 Ruby を核とした産業振興であり、オープンソー
スの概念はコミュニケーションと協働を拠り所にしている。つまり、IT コミュニティに参加
する企業や技術者の自発性に基づいた内発的なネットワーク型の産業振興といえよう。また、
Ruby 開発者とその所属企業がオープンソースソフトウェア技術を地域へ積極的に伝搬させて
いる様子もうかがえる。
　国産のプログラミング言語 Ruby という知的資産が存在し、しかも、世界的に注目度の高い
資産であることが、地域の関係者を糾合し、産業振興に向けた行動へつなげている。「日本の
LinuxのふるさとがRubyのメッカをめざす」というメッセージがシンボルである。シンボルは、
単一の組織内ではなく地域全体で意味づけられて、組織間、セクター間を連結する役割を果た
している状況が確認できる。

　まず、記述した事例の中からセンスメーキングの要素である手掛かり、フレームとの関係を
みてみよう。手掛かりは、オープンソースソフトウェアのプログラミング言語の Ruby が世界
的に注目されつつあり、その開発者まつもとゆきひろ氏が松江市に在住していること、松江市
は Linux の日本でのウエブサイトの最初のサーバーが立ち上げられた街で、日本の Linux の
ふるさとであることである。６つのボキャブラリーによって示されるフレームに関していえば、
次の４つの点について言及することができる。
　物語の点では、過去にオープンソースソフトウェアの Linux の日本向けウエブサイトのサー
バーが松江で立ち上げられ、それを受け継いだ会社へ Ruby の開発者まつもと氏が移籍して活
躍している。Ruby は Ruby on Rails のリリースによって世界的に注目を集め、国内でも楽天
をはじめとして Web サービス企業で採用が予期された。つまり、松江の事例はオープンソー
スソフトウェアの過去、現在、未来の予期の連鎖が当てはまる。
　伝統の点では、たとえばお茶が挙げられる。松江は茶葉の生産量は少ないが、全国からお茶
を集めてブレンドしている。ブレンドする技術、それを使いこなす人材を育てる伝統が、他の
ソフトウェアも組み合わせるオープンソースの考え方と似ている。専門家のパラダイムの点で
は、オープンソースソフトウェアはインターネットを通じれば住環境に恵まれた地方都市に有
利に働く可能性があることである。つまり、地方は物理的、地理的な制約から解放されるとい
うパラダイム・チェンジへの期待である。
　認知構造に当たる行為の理論の点からは、当初、「無料のソフトウェアを使ってどの部分で
利益を得るのか」、つまり、ソフトウェアは有料であるという一般常識の認知構造からすれば
しっくりいかず、腑に落ちない点が指摘された。しかし、そうした疑問も解消され、やがて理
解されていった。
　また、ボキャブラリーとは別に、センスメーキングの特性に照らしてみた場合は、「日本の
Linux のふるさとが Ruby のメッカをめざす」というシンボルのふるさとは過去の経験の回顧
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に当たり、Ruby のメッカはイナクトメントに相当している。
　次に、公正・公平の点をみてみよう。Ruby はオープンソースソフトウェアのために誰でも
自由に使えて工夫次第で高度化でき、ビジネスの下請けでなく元請けになれるという機会の均
等性、システム開発や保守運用におけるコストの削減効果は市場全体・社会全体のメリットに
なるという公正性を保持している。また、誰もが自由に利用できるところは公共財に相当する。
産学官、特に大学や行政が連携しやすいプロジェクトであり、公正性、公平性が十分意識され
ている。以上の解釈をまとめたものが表４である。

表４　シンボルである Ruby の意味づけ

　事例で取り上げたシンボルは、単一の組織で必要とされる連続性などのセンスメーキングの
要件に加えて、公正・公平の点からも意味づけされている。地域の関係者は企業・組織を越え
て認知レベルでもっともらしさを感じて、意味がほぼ理解できていたものと判断される。した
がって、仮説１の内容は事例の中で確認することができ、シンボルは次のように捉えることが
できる。
　「組織をまたぐセンスメーキングでは、認知レベルにおいて、共通性を映し出すシンボルが
必要である。シンボルは、過去の経験、現在の経験、未来の予期の具現を連鎖させて意味づけ
るだけでなく、公正・公平の点からも解釈できることが重要である。」

　協調行動について事例を確認してみよう。オープンソースソフトウェアの開発は、本来、多
くの研究者、開発者、起業家などが企業や組織の枠を越えて自発的に参加するバザール（bazaar, 
市場）方式であり、コミュニケーションと協働が鍵を握っている。事例では、開発者のまつも
と氏や所属する㈱ネットワーク応用通信研究所が持っているプログラミング言語 Ruby の先進
技術や知識が、オープンな形で地場企業や学生へ伝搬されて、そうしたことが産業の振興、ひ
いては Ruby のメッカへの足掛かりを築いている。シンボルとなる「日本の Linux のふるさと
が Ruby のメッカをめざす」というメッセージには、前述のフレームに関して示されるボキャ
ブラリーの中の「仮定や定義からなる前提コントロール」（詳しくは第２節の重要な３要素を
参照）の視点でみると、技術者間や企業間の協力・共生が深層部分に含意されている。そのた

解　　釈

物語の点 オープンソースソフトウェアの過去、現在、未来の予期の連鎖

伝統の点 組み合わせる技術、それを使いこなす人材を育てる

専門家のパラダイムの点 インターネットを通じて地方は制約から解放される

行為の理論の点 無料のソフトウェアが利益を生み出す

公正・公平の点 誰もが自由に使える、事業機会の均等性、コストの削減効果

出所：筆者作成
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めに、表５のような行動が短期間のうちに展開された。
　まず、しまね OSS 協議会のもとに、技術者が企業の枠を越えて情報交換や勉強が行なえる
交流の場（オープンソースサロンと呼ばれている）を設けて活発な活動が始まった。サロン
からは、Matsue.rb（まつえるびー）、山陰 IT Pro 勉強会、Agile Shimane（アジャイル島根）
勉強会、若手技術者の山陰コンピュータ部など、個別の学習コミュニティが多数生まれていっ
た。
　加えて、松江市では、地場のベンダーが実績や技術力を蓄積できるように、Ruby を利用し
た基幹業務システムの導入を進めることを決め入札を行った。応札に際して地場ベンダーは上
述のサロンや学習コミュニティでの交流から情報を得ることができた。また、㈱ネットワーク
応用通信研究所にサポートを依頼するなど地場ベンダー同士の共同開発が促進された。たとえ
ば、（独）情報処理推進機構の実証実験に採択された高額医療・介護合算システムの開発案件は
代表例である。さらに、大学での Ruby プログラミング講座では、地場企業が講師を務めて産
学の関係が深まった。

表５　Ruby を通じた協調行動

　シンボルである Ruby のメッカをめざすというメッセージは多義的であるが、メッセージを
発することによって、地元の産業界だけでなく誘致活動を行った東京などの県外企業からも具
体的な要望や意見が得られた。関係する他の人々のセンスメーキングに影響を与えていること、
つまりセンスギビングが見出せる。そうした声を受けて、都度、実質的な施策が実行に移され
ている。たとえば、人材育成や公共システム開発の入札の機会の拡大、普及支援団体の設立な
どが挙げられる。
　また、島根県は新たに施策を加え、ソフトウェア産業を力強く支援しようと動いている。県
の後押しによって地域の協調体制が整い始めた。松江市の Ruby City MATSUE プロジェク
トの目標が実現可能な形に一歩近づいた。この場合も、シンボルが島根県のセンスメーキング
に影響を与えている。つまり、利他的な概念を含んだシンボルの場合は、関係者が敏感に反応
し、センスギビングを常時繰り返して意味の生成を継続的に行うために、多義性が削減され一
層具体化・実質化するとみられる。
　シンボルは協調行動を促すとともに、他者のセンスメーキングに影響を及ぼす行為であるセ
ンスギビングを引き出して新たな施策を生んだ。その結果、プロジェクトが比較的短期間で軌

具体例

IT コミュニティ 技術者間の情報交換、勉強会（オープンソースサロンなど）

公共システムの受注 地場企業間で共同開発

大学教育 地場企業が登壇する講座

出所：筆者作成
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道に乗ることができた。シンボルは組織をまたいだ協力・共生を意識して意味づけされると、
企業の枠を越えた交流や情報交換を活発にし、また、センスギビングを通じて新たな協調行動
を促しやすいと考えられる。したがって、仮説２の内容は事例の記述の中で確認することがで
き、シンボルは次のように捉えることができる。
　「組織をまたぐセンスメーキングでは、行動レベルから見て、複数の組織が１つの集合体と
して機能するための工夫を意識する必要がある。シンボルに協力・共生の観点を加えて意味づ
けると、センスギビングを通じて協調行動がとられやすい。」

　続いて、事例の記述に基づいて企業間、技術者間、産学間、県外企業間、行政間の関係性を
みてみよう。プロジェクトの開始前と比較した状況は表６にまとめている。
　企業間においては、企業系列を越えた協働は難しいとされるが、Ruby を利用したシステム
開発案件に対して地場のベンダーが共同で開発する例がいくつか見られる。また、オープンソー
スソフトウェアのリテラシーの向上を目的としたコミュニティであるしまね OSS 協議会の法
人会員が発足時の 11 社から 31 社へと増加している（2008 年末時点）。このことから、シンボ
ルである Ruby が企業を糾合し、結びつける一定の役割を果たしているとみられる。
　技術者間では、オープンソースサロンが継続的に開催され、企業の枠を越えて技術者同士の
情報交換が促進されている。サロンからはさまざまな個別の学習コミュニティが生まれ、勉強
会が活発に行なわれている。Ruby が今までやりとりがなかった技術者間の媒介役となってい
る。
　産学間では、大学はオープンソースサロンの運営に協力し、地場企業は大学のプログラミン
グ講座の講師を務めるなど Ruby を介して両者が連携している。県外企業間では、東京の企業・
研究機関がしまね OSS 協議会の発起人に名前を連ねたり、県外 IT 企業が松江市にオフィスを
設けたりしている。松江市が Ruby を掲げて本腰で企業誘致活動に取り組んだ結果である。こ
の意味で、シンボルである Ruby が松江と県外企業の橋渡しに一役買っている。
　行政間をみると、松江市の Ruby をテーマにしたプロジェクト開始の前年に、県は IT 技術
者教育の単発的な支援を行なっているが、製造業／工場誘致が産業振興の基本線であった。し
かし、プロジェクトの盛り上がりがその後の振興計画に影響を与えたのは確かであろう。オー
プン特性を持った Ruby をシンボルに掲げていたことが、工場重視の県の姿勢を動かす一因に
なったと考えられる。

表６　横断的な関係性
プロジェクト後 プロジェクト前

企 業 間 システムの共同開発 系列を越えた共同開発は難しい

技 術 者 間 情報交換、勉強会 交流の場のしくみがない

産 学 間 セミナー・研究会での協力、講師の派遣 IT 関連の連携講座はない

− 51 −



経営情報研究　第 30 巻第 1・2 号（2023 年 2 月）, 17−55 ページ

県外企業間 誘致活動と県外 IT 企業の進出 松江を特別意識した企業進出はない

行 政 間 先行する施策の尊重と支援 たとえば、企業誘致の姿勢に温度差
出所：筆者作成

　このように、シンボルは横断的な関係に影響を与え、さまざまな形で存在する境界間をつな
ぐために、公平性、協調性の側面から手助けするような働きを行っていることがうかがえる。
したがって、仮説３の内容は事例の記述の中で確認することができ、シンボルは次のように捉
えることができる。
　「組織をまたいで意味づけられたシンボルは、組織間の認知や行動に影響を与え、これまで
ゲートキーパー、橋渡しなどのように人や組織に注目して語られてきた境界連結の役割を補強
する道具となる。」

　学術的にみれば、これまで、シンボルは意味解釈のプロセスの中心であると認識されてはい
たが、行動に対する影響力の手段としての役割はあまり説明されてこなかった。本研究では、
協力・共生の意味を含意するシンボルの場合は、企業間や技術者間のセンスギビングを通じて
協調行動がとられやすいことが確認できた。また、単一の組織で重要視されてきたセンスメー
キングの概念を複数の組織をまたいだ事象に適用し、その重要性を再確認した。こうした点が
１つの貢献である。

９．結　論

　企業、大学、行政など広域にまたがるプロジェクトを組成し推進する場合は、センスメーキ
ングが重要になる。本稿では、センスメーキングに求められる要素や条件を検討した。具体的
には、組織をまたぐ場合に生じる課題を指摘し、それに必要な解釈の方法や意味づけをするシ
ンボルについて考察することを研究目的とした。
　理論的検討と内発的な産業振興の事例分析を通じて以下の諸点について確認することができ
た。組織をまたぐセンスメーキングでは、認知レベルにおいて、共通性を映し出すシンボルが
必要である。シンボルは、過去の経験、現在の経験、未来の予期の具現を連鎖させて意味づけ
るだけでなく、公正・公平の点からも解釈できることが重要である。
　また、行動レベルから見て、複数の組織が１つの集合体として機能するための工夫を意識す
る必要がある。シンボルに協力・共生の観点を加えて意味づけると、センスギビングを通じて
協調行動がとられやすい。
　組織をまたいで意味づけられたシンボルは、組織間の認知や行動に影響を与え、これまでゲー
トキーパー、橋渡しなどのように人や組織に注目して語られてきた境界連結の役割を補強する
道具となる。
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　学術的にみれば、これまで、シンボルは意味解釈のプロセスの中心であると認識されてはい
たが、行動に対する影響力の手段としての役割はあまり説明されてこなかった。本研究では、
協力・共生の意味を含意するシンボルの場合は、センスギビングを通じて協調行動がとられや
すいことが事例分析から確認できた。また、単一の組織で重要視されてきたセンスメーキング
の概念を複数の組織をまたいだ事象に適用し、その重要性を再確認した。こうした点が 1 つの
貢献である。
　なお、事例ではプロジェクトを短期間で始動させ、企業や技術者の自発性に基づいた内発的
な取り組みを機動的に展開している。この状況はセンスメーキングの善し悪しだけで説明でき
る訳ではなく、世界的に注目されている先端的な知的資産のプログラミング言語 Ruby、それ
に関わる人的資源が地域に存在したことも大きく影響している。
　最後に、内発的な産業振興に取り組む例、成果を上げている例は本事例以外にも存在する。
ICT 産業にとどまらず他の分野の同様な事例について本稿で用いた理論を援用し、経験的調
査を重ねていきたい。
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